
憲法改正国民投票法案の問題点
改憲案の中身についての報道や議論が大幅に規制されている

＝　メディア等に対する規制
  世論調査などの予想投票の公表の禁止，新聞紙又は雑誌の「虚偽」報道等の禁止，市民意見広告など新聞紙又は雑誌の利用等の制限，「虚偽」放送等の禁止など，あいまいな要件に基づき罰則（定められている罰則の最高刑は７年以下の懲役又は禁固）つきで規制しようとしています。
外国人，公務員，教員も意見が言えない
＝国民投票運動に対する規制
  約３８０万人の公務員，公立・私立を問わない教育者の「国民投票運動」の禁止，外国人は一切の発言，集会参加も重い罰則つきで禁止。大学の教員や，外国人の意見，議論まで，大幅に禁止しようとしています。
国民の意思をきちんと反映する投票制度が保障されていない
＝　一括投票制度導入の危険性

  現在の法案では，条文ごとではなく，改憲案の賛否を一括して問うという乱暴な制度になっています。これでは，いわゆる「新しい人権」の導入を抱き合わせに提案して，９条２項（戦力の不保持）の削除に反対と思っている人も，全体としては改憲に賛成，という方向に誘導される危険性があります。その場合，私たちの意見を正確に反映させる投票制度になりません。







